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令和 5事業年度認可事業特別会計
特定健診等決済代行事業費勘定財産目録

（令和 6年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 1,272,424

現 金 及 び 預 金 177,724

普 通 預 金 177,724

未収特定健診等費用 1,072,677

未 収 事 務 費 21,481

過払特定健診等費用 520

その他の未収入金 20

労働保険料精算金 20

固 定 資 産 20,968

有 形 固 定 資 産 30

工 具 器 具 備 品 301

減価償却累計額 △ 271

無 形 固 定 資 産 19,918

ソ フ ト ウ エ ア 19,918

投資その他の資産 1,020

前 払 年 金 費 用 1,020

資 産 合 計 1,293,393
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 1,113,077

未払特定健診等費用 1,073,068

過請求特定健診等費用 520

未 払 金 28,803

未 払 費 用 470

未 払 消 費 税 等 4,968

預 り 金 238

仮 受 金 1,952

賞 与 引 当 金 3,055

固 定 負 債 38,033

退 職 給 付 引 当 金 38,033

負 債 合 計 1,151,111

差 引 正 味 財 産 142,282
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令和 5事業年度認可事業特別会計
特定健診等決済代行事業費勘定貸借対照表

（令和 6年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

千円 千円

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

Ⅰ　 流 動 資 産 Ⅰ　 流 動 負 債

１　 現金及び預金 177,724 １　 未払特定健診等費用 1,073,068

２　 未収特定健診等費用 1,072,677 ２　 過請求特定健診等費用 520

３　 未 収 事 務 費 21,481 ３　 未 払 金 28,803

４　 過払特定健診等費用 520 ４　 未 払 費 用 470

５　 その他の未収入金 20 ５　 未払消費税等 4,968

流 動 資 産 合 計 1,272,424 ６　 預 り 金 238

７　 仮 受 金 1,952

８　 賞 与 引 当 金 3,055

流 動 負 債 合 計 1,113,077

Ⅱ　 固 定 資 産 Ⅱ　 固 定 負 債

１　 有形固定資産 退 職 給 付 引 当 金 38,033

工 具 器 具 備 品 301 固 定 負 債 合 計 38,033

減価償却累計額 △ 271 30 負 債 合 計 1,151,111

有形固定資産合計 30

２　 無形固定資産 （ 資 本 の 部 ）

ソ フ ト ウ エ ア 19,918 利 益 剰 余 金

無形固定資産合計 19,918 当 期 未 処 分 利 益 142,282

３　 投資その他の資産 利 益 剰 余 金 合 計 142,282

前 払 年 金 費 用 1,020 資 本 合 計 142,282

投資その他の資産合計 1,020

固 定 資 産 合 計 20,968

資 産 合 計 1,293,393 負債・資本合計 1,293,393
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令和 5事業年度認可事業特別会計
特定健診等決済代行事業費勘定損益計算書

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

１　 特 定 健 診 等 費 用 収 入 11,851,110

２　 事 務 費 収 入 215,837 12,066,948

Ⅱ　 業 務 費 用

１　 特 定 健 診 等 費 用 支 出 11,851,110

２　 給 与 手 当 29,254

３　 賞 与 6,146

４　 賞 与 引 当 金 繰 入 額 3,055

５　 退 職 給 付 費 用 4,327

６　 法 定 福 利 費 5,880

７　 減 価 償 却 費 6,829

８　 そ の 他 の 業 務 費 用 170,553 12,077,157

業 務 損 失 10,208

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

業 務 外 収 益

 受 取 利 息 1 1

経 常 損 失 10,207

当 期 純 損 失 10,207

前 期 繰 越 利 益 152,490

当 期 未 処 分 利 益 142,282
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令和 5事業年度認可事業特別会計
特定健診等決済代行事業費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円

Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

特定健診等費用収入 11,804,748
事務費収入 218,814
特定健診等費用支出 △ 11,804,555
人件費の支出 △ 48,108
その他の業務支出 △ 163,082

小 計 7,816

利息の受取額 1

業務活動によるキャッシュ・フロー 7,817

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 7,817

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 169,907

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 177,724
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 142,282,664

Ⅱ　 次 期 繰 越 利 益 142,282,664

令和 5事業年度認可事業特別会計
特定健診等決済代行事業費勘定利益処分計算書

（令和 6年 6月 24日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１． 固定資産の減価償却の方法

　⑴　有形固定資産

　⑵　 無形固定資産

２．引当金の計上基準

　⑴　賞与引当金

　⑵　退職給付引当金

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　工具器具備品　　4〜 5年

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（支払基金利用分）については、

支払基金内における利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

期末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

イ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　 　過去勤務費用については、職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11年）による定額法により按分

した額を、発生時から費用処理しております。

　 　数理計算上の差異については、職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（11年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日
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期　　別

項　　目

当会計期間

３．収益及び費用の計上基準

４ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

５ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号

2020年 3月 31日）等を適用し、約束したサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　事務費収入

　事務費収入は健診等費用の決済代行事務及び健診機関

から提出される健診等データの点検の対価であり、当基

金は保険者等との契約に基づいて健診等費用の決済代行

事務及び健診等データの点検を行う履行義務を負ってお

ります。

　事務費収入は、健診等データの点検が完了した一時点

において履行義務が充足されると判断し、当該時点で収

益を認識しています。

　手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日
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　注意事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（令和 6年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 177,724 千円

現金及び現金同等物 177,724
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　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　 　当支払基金は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付型制度を採

用しております。

　 　企業年金基金制度（積立型制度であります。）では、給与と加入期間に基づいた年金又

は一時金を支給します。

　 　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間

に基づいた一時金を支給します。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △ 67,576 千円

　勤務費用 △ 3,422
　利息費用 △ 337

　数理計算上の差異の当期発生額 △ 1,726
　退職給付の支払額 4,968
期末における退職給付債務 △ 68,094

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 25,419 千円

　期待運用収益 711

　事業主からの拠出額 528

　数理計算上の差異の当期発生額 4,005
　退職給付の支払額 △ 1,627
期末における年金資産 29,038

４ ．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調

整表

イ．積立型制度の退職給付債務 △ 27,938 千円

ロ．年金資産 29,038
ハ．非積立型制度の退職給付債務 △ 40,155
ニ．未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △ 39,056
ホ．未認識過去勤務費用 △ 1,288
ヘ．未認識数理計算上の差異 3,331
ト．貸借対照表計上純額（ニ＋ホ＋ヘ） △ 37,012
チ．前払年金費用 1,020
リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 38,033
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５．退職給付に関連する損益

勤務費用 3,165 千円

利息費用 337

期待運用収益 △ 711

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 429

数理計算上の差異の当期の費用処理額 1,965
退職給付費用 4,327
　（注）企業年金基金に対する職員拠出額を控除しております。

６．年金資産の主な内訳

債　券 52.5％
株　式 36.1％
その他 11.4％
合　計 100.0％

７．長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　 　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

８．数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.5％
長期期待運用収益率 2.8％
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令和 5事業年度認可事業特別会計
被扶養者情報通知経由事業費勘定財産目録

（令和 6年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

流 動 資 産 64,341

現 金 及 び 預 金 64,338

普 通 預 金 64,338

その他の未収入金 3

労働保険料精算金 3

資 産 合 計 64,341

千円 千円
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 4,337

未 払 金 1,607

未 払 費 用 86

未 払 消 費 税 等 2,075

預 り 金 9

賞 与 引 当 金 559

固 定 負 債 16,588

退 職 給 付 引 当 金 16,588

負 債 合 計 20,926

差 引 正 味 財 産 43,415
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令和 5事業年度認可事業特別会計
被扶養者情報通知経由事業費勘定貸借対照表

（令和 6年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

千円 千円

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

 流 動 資 産 Ⅰ　 流 動 負 債

１　 現金及び預金 64,338 １　 未 払 金 1,607

２　 その他の未収入金 3 ２　 未 払 費 用 86

流 動 資 産 合 計 64,341 ３　 未払消費税等 2,075

４　 預 り 金 9

５　 賞 与 引 当 金 559

流 動 負 債 合 計 4,337

Ⅱ　 固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金 16,588

固 定 負 債 合 計 16,588

負 債 合 計 20,926

（ 資 本 の 部 ）

利 益 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益 43,415

利 益 剰 余 金 合 計 43,415

資 本 合 計 43,415

資 産 合 計 64,341 負債・資本合計 64,341
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令和 5事業年度認可事業特別会計
被扶養者情報通知経由事業費勘定損益計算書

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

事 務 委 託 費 収 入 33,751 33,751

Ⅱ　 業 務 費 用

１　 給 与 手 当 5,182

２　 賞 与 1,017

３　 賞 与 引 当 金 繰 入 額 559

４　 退 職 給 付 費 用 1,105

５　 法 定 福 利 費 1,148

６　 委 託 費 10,109

７　 そ の 他 の 業 務 費 用 ※１ 2,957 22,080

業 務 利 益 11,670

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

業 務 外 収 益

受 取 利 息 0 0

経 常 利 益 11,671

当 期 純 利 益 11,671

前 期 繰 越 利 益 31,744

当 期 未 処 分 利 益 43,415
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令和 5事業年度認可事業特別会計
被扶養者情報通知経由事業費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

事務委託費収入 33,751
人件費の支出 △ 8,056
その他の業務支出 △ 14,094

小 計 11,599

利息の受取額 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 11,600

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 11,600

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 52,738

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 64,338
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 43,415,343

Ⅱ　 次 期 繰 越 利 益 43,415,343

令和 5事業年度認可事業特別会計
被扶養者情報通知経由事業費勘定利益処分計算書

（令和 6年 6月 24日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

１．引当金の計上基準

　⑴　賞与引当金

　⑵　退職給付引当金

２．収益及び費用の計上基準

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

期末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

イ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　 　過去勤務費用については、職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11年）による定額法により按分

した額を、発生時から費用処理しております。

　 　数理計算上の差異については、職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（11年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号

2020年 3月 31日）等を適用し、約束したサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　事務委託費収入

　事務委託費収入は被扶養者情報の提供に対する対価で

あり、当基金は広域連合との契約に基づいて被扶養者情

報の提供を行う履行義務を負っております。

　事務委託費収入は、被扶養者情報の提供が完了した一

時点において履行義務が充足されると判断し、当該時点

で収益を認識しています。
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期　　別

項　　目

当会計期間

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

３ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

４ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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　表示方法の変更
　（損益計算書関係）

当会計期間

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

※１ 　前事業年度において独立掲記していた「業務費用」の「通信費」（前事業年度 1,113
千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度は「その他の業務費用」に

含めて表示しております。

　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（令和 6年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 64,338 千円

現金及び現金同等物 64,338
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　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　 　当支払基金は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付型制度を採

用しております。

　 　企業年金基金制度（積立型制度であります。）では、給与と加入期間に基づいた年金又

は一時金を支給します。

　 　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間

に基づいた一時金を支給します。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △ 27,508 千円

　勤務費用 △ 789

　利息費用 △ 137

　数理計算上の差異の当期発生額 △ 842

　退職給付の支払額 375

期末における退職給付債務 △ 28,902

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 10,347 千円

　期待運用収益 289

　事業主からの拠出額 97

　数理計算上の差異の当期発生額 1,965
　退職給付の支払額 △ 375

期末における年金資産 12,325

４ ．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調

整表

イ．積立型制度の退職給付債務 △ 11,858 千円

ロ．年金資産 12,325
ハ．非積立型制度の退職給付債務 △ 17,043
ニ．未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △ 16,577
ホ．未認識過去勤務費用 △ 609

ヘ．未認識数理計算上の差異 597

ト．貸借対照表計上純額（ニ＋ホ＋ヘ） △ 16,588
チ．前払年金費用 ─

リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 16,588
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５．退職給付に関連する損益

勤務費用 742 千円

利息費用 137

期待運用収益 △ 289

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 203

数理計算上の差異の当期の費用処理額 718

退職給付費用 1,105
　（注）企業年金基金に対する職員拠出額を控除しております。

６．年金資産の主な内訳

債　券 52.5％
株　式 36.1％
その他 11.4％
合　計 100.0％

７．長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　 　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

８．数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.5％
長期期待運用収益率 2.8％



─ 29─

財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
キャッシュ・フロー計算書

令和 5事業年度認可事業特別会計

特別保健福祉事業費勘定
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令和 5事業年度認可事業特別会計
特別保健福祉事業費勘定財産目録

（令和 6年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 2,253,097

現 金 及 び 預 金 2,253,064

普 通 預 金 2,253,064

未収特別事業助成費返還金 32

固 定 資 産 4,065,438

有 形 固 定 資 産 300

工 具 器 具 備 品 3,002

減価償却累計額 △ 2,702

無 形 固 定 資 産 4,065,040

ソ フ ト ウ ェ ア 1,676,642

ソフトウェア仮勘定 2,388,397

投資その他の資産 97

長 期 未 収 入 金 97

資 産 合 計 6,318,535
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 2,246,887

未払特別事業助成費返還金 79

未 払 金 2,240,207

そ の 他 の 未 払 金 6,601
高齢者医療運営円滑化等 
補 助 金 精 算 返 納 金 6,586
審査支払関係業務費補助金
精 算 返 納 金 15

固 定 負 債 6,307

長 期 未 払 金 6,307

負 債 合 計 2,253,195

差 引 正 味 財 産 4,065,340
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令和 5事業年度認可事業特別会計
特別保健福祉事業費勘定貸借対照表

（令和 6年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

千円 千円

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ　 流 動 負 債

１　 現金及び預金 2,253,064 １　  未払特別事業
助成費返還金 79

２　  未収特別事業
助成費返還金 32 ２　 未 払 金 2,240,207

流 動 資 産 合 計 2,253,097 ３　 その他の未払金 6,601

流 動 負 債 合 計 2,246,887

Ⅱ　 固 定 資 産

１　 有形固定資産 Ⅱ　 固 定 負 債

工 具 器 具 備 品 3,002 長 期 未 払 金 6,307

減価償却累計額 △ 2,702 300 固 定 負 債 合 計 6,307

有形固定資産合計 300 負 債 合 計 2,253,195

２　 無形固定資産

 ソ フ ト ウ ェ ア 1,676,642 （ 資 本 の 部 ）

 ソフトウェア仮勘定 2,388,397 利 益 剰 余 金

無形固定資産合計 4,065,040 当 期 未 処 分 利 益 4,065,340

３　   投資その他の
資 産

利 益 剰 余 金 合 計 4,065,340

 長 期 未 収 入 金 97 資 本 合 計 4,065,340

投資その他の資産
合 計 97

固 定 資 産 合 計 4,065,438

資 産 合 計 6,318,535 負債・資本合計 6,318,535
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令和 5事業年度認可事業特別会計
特別保健福祉事業費勘定損益計算書

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

〔経常損益の部〕
千円 千円

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

１
　 高齢者医療制度円滑 
運営事業費補助金収入 616,471

２
　  高齢者医療運営円滑化

等 補 助 金 収 入 1,075,705

３
　 医 療 施 設 運 営 費 等 

補 助 金 収 入 731,904

４
　 審査支払関係業務費 

補 助 金 収 入 10,661 2,434,741

Ⅱ　 業 務 費 用

１
　 高齢者医療運営円滑化等 

補 助 金 精 算 返 納 金 6,586

２
　 医 療 施 設 運 営 費 等 

補 助 金 精 算 返 納 金 115,397

３
　 審 査 支 払 関 係 業 務 費 

補 助 金 精 算 返 納 金 15

４　 給 与 手 当 7,357

５　 法 定 福 利 費 1,062

６　 租 税 公 課 209,483

７　 減 価 償 却 費 269,431

８　 修 繕 費 229,449

９　 そ の 他 の 業 務 費 用 ※１ 62,505 901,288

業 務 利 益 　 1,533,452

経 常 利 益 1,533,452

当 期 純 利 益 1,533,452

前 期 繰 越 利 益 2,531,887

当 期 未 処 分 利 益 4,065,340
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令和 5 事業年度認可事業特別会計
特別保健福祉事業費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

補助金収入 2,434,741
助成費補助金返還金収入 10,691
助成費補助金返納金支出 △ 12,145
補助金精算返納金支出 △ 115,979
人件費の支出 △ 8,100
その他の業務支出 △ 144,863

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,164,344

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △ 1,090,424

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,090,424

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 1,073,920

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 1,179,144

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,253,064
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 4,065,340,350

Ⅱ　 次 期 繰 越 利 益 4,065,340,350

令和 5事業年度認可事業特別会計
特別保健福祉事業費勘定利益処分計算書

（令和 6年 6月 24日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１．固定資産の減価償却の方法

　⑴　有形固定資産

　⑵　無形固定資産

２ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

３ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　工具器具備品　　4～15年

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（支払基金利用分）については、

支払基金内における利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。

　手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日
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　表示方法の変更
　（損益計算書関係）

当会計期間

自　令和 5年 4月  1日
至　令和 6年 3月 31日

※１ 　前事業年度において、「業務費用」の「その他の業務費用」に含めておりました「修

繕費」（前事業年度 8,026千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独

立掲記しております。

　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（令和 6年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,253,064 千円

現金及び現金同等物 2,253,064



 

認 可 事 業 特 別 会 計 財 務 諸 表 等 に 関 す る 監 事 意 見 書  

 

 

 令和５事業年度社会保険診療報 酬支払基金「認可 事業 特 別 会計 」 に 係る

財務諸表（財産目録、貸借対照表及び損益計算書）及び決算報告書の監査を

実施した結果、適正であると認める。 

 

 

 

令和６年６月１４日 

 

 

 社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金              

  理 事 長  神 田 裕 二 殿 

 

 

 

               監  事    塔  下   和  彦         

 

 

               監  事    𠮷  田   雄  彦         

 

 

               監  事    平  川   則  男         

 

 

               監  事    篠  原     彰         
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